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6　
監
査
委
員
の
意
見

令
和
3年
8月
11日

　
　
山
梨
県
知
事
　
　
長
　
崎
　
幸
 太
 郎
　
殿

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
中
　
澤
　
和
　
樹

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
小
　
泉
　
久
　
司

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
久
保
田
　
松
　
幸

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
早
　
川
　
　
　
浩
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令
和
2年
度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
決
算
の
審
査
意
見
に
つ
い
て

地
方
公
営
企
業
法
第
30条

第
2項
の
規
定
に
基
づ
き
審
査
に
付
さ
れ
た
令
和
2年
度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
決
算
に
つ
い
て
審
査
し
た
結
果
、
次
の
と
お
り
意
見
書
を
提
出
し
ま
す
。

Ⅰ
　
審
査
の
対
象

令
和
2年
度
　
山
梨
県
営
電
気
事
業
会
計

令
和
2年
度
　
山
梨
県
営
温
泉
事
業
会
計

令
和
2年
度
　
山
梨
県
営
地
域
振
興
事
業
会
計

令
和
2年
度
　
山
梨
県
流
域
下
水
道
事
業
会
計

Ⅱ
　
審
査
の
期
間

令
和
3年
7月
14日

か
ら
令
和
3年
8月
10日

ま
で

Ⅲ
　
審
査
の
手
続

令
和
2年
度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
の
決
算
審
査
に
当
た
っ
て
は
、
各
事
業
が
地
方
公
営
企
業
法
そ
の
他
関
係
法
令
に
基
づ
い
て
、
常
に
経
済
性
を
発
揮
し
、
そ
の
本
来
の
目
的
で
あ
る
公
共
の
福
祉
を
増
進

す
る
よ
う
に
運
営
さ
れ
て
い
る
か
、
決
算
書
類
が
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
か
等
に
つ
い
て
検
証
す
る
た
め
、
決
算
報
告
書
、
附
属
書
類
、
諸
帳
簿
、
証
拠
書
類
等
を
精
査
照
合
す
る

と
と
も
に
、
関
係
職
員
か
ら
概
況
を
聴
取
し
、
併
せ
て
定
例
監
査
及
び
例
月
現
金
出
納
検
査
の
結
果
も
踏
ま
え
て
審
査
を
行
っ
た
。

Ⅳ
　
審
査
の
結
果
及
び
意
見
並
び
に
決
算
の
概
要

各
事
業
会
計
の
審
査
の
結
果
及
び
意
見
並
び
に
決
算
の
概
要
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
会
計
に
お
い
て
述
べ
る
と
お
り
で
あ
る
。

（
1）
令
和
2年
度
山
梨
県
営
電
気
事
業
会
計

審
査
の
結
果
及
び
意
見

審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

ま
た
、
事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
概
ね
良
好
に
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

　
1
　
経
営
状
況
に
つ
い
て

令
和
2年
度
の
経
営
状
況
は
、
9億
8,770万

7,187円
の
純
利
益
を
上
げ
て
い
る
。
前
年
度
に
比
べ
3億
1,236万

8,591円
の
減
と
な
っ
て
い
る
が
、
総
収
支
比
率
は
122.2％

、
経
常
収
支
比
率
は
122.3％

で
あ

り
、
健
全
な
経
営
に
努
め
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
。

当
年
度
純
利
益
が
前
年
度
よ
り
減
少
し
た
要
因
は
、
降
水
の
状
況
に
よ
り
供
給
電
力
量
が
低
下
し
た
こ
と
に
伴
う
営
業
収
益
の
減
少
、
広
瀬
発
電
所
改
修
事
業
等
に
よ
る
営
業
費
用
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、

営
業
利
益
が
3億
1,485万

3,533円
減
少
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
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今
後
の
経
営
に
お
い
て
も
、
発
電
施
設
・
設
備
を
良
好
に
維
持
し
て
い
く
た
め
、
老
朽
化
が
進
む
既
存
水
力
発
電
所
の
改
良
や
修
繕
を
計
画
的
に
進
め
、
効
率
的
な
経
営
に
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。

　
2
　
財
政
状
態
に
つ
い
て

令
和
2年
度
の
財
政
状
態
は
、
自
己
資
本
構
成
比
率
が
92.5％

、
固
定
資
産
対
長
期
資
本
比
率
が
63.7％

、
流
動
比
率
が
1,311.3％

と
、
い
ず
れ
の
比
率
も
健
全
な
水
準
を
確
保
し
て
い
る
。

今
後
と
も
経
営
の
健
全
性
を
維
持
す
る
た
め
、
積
立
金
の
計
画
的
な
積
立
て
と
適
切
な
管
理
を
行
う
な
ど
、
必
要
な
資
本
の
確
保
と
財
政
基
盤
の
強
化
を
図
り
、
安
定
的
な
事
業
経
営
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
3
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
に
つ
い
て

令
和
2年
度
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
は
、
業
務
活
動
に
よ
り
確
保
し
た
資
金
の
増
加
が
14億

5,688万
8,441円

で
あ
り
、
投
資
活
動
と
し
て
有
形
固
定
資
産
の
取
得
や
一
般
会
計
へ
の
繰
出
金
等
に

よ
り
37億

8,226万
7,485円

を
支
出
、
ま
た
、
財
務
活
動
と
し
て
企
業
債
の
償
還
等
に
1億
5,620万

1,098円
を
支
出
し
て
お
り
、
令
和
2年
度
中
の
資
金
額
は
24億

8,158万
142円

の
減
少
と
な
っ
て
い
る
。

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
は
減
少
し
た
が
、
令
和
2年
度
末
で
140億

円
を
超
え
る
現
金
等
残
高
を
保
有
し
て
お
り
、
資
金
繰
り
は
引
き
続
き
安
定
し
た
状
況
に
あ
る
と
と
も
に
、
企
業
債
残
高
の
債
務
償
還
能

力
に
つ
い
て
も
特
に
問
題
な
い
。

今
後
も
、
財
政
を
安
定
的
に
維
持
し
、
多
額
の
支
出
と
な
る
発
電
施
設
の
建
設
や
改
良
な
ど
、
必
要
な
資
金
の
確
保
に
計
画
的
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
適
正
な
管
理
に
努
め
ら

れ
た
い
。

　
4
　
経
営
課
題
に
つ
い
て

国
の
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
に
よ
り
、
電
力
の
小
売
全
面
自
由
化
な
ど
が
実
施
さ
れ
、
電
気
事
業
を
取
り
巻
く
環
境
が
変
化
す
る
中
、
企
業
局
に
お
い
て
は
、
今
後
も
電
力
市
場
や
他
の
公
営
電
気
事
業
者
の

動
向
等
を
注
視
し
な
が
ら
、
現
在
の
電
力
受
給
基
本
契
約
満
了
後
の
令
和
6年
度
以
降
の
事
業
展
開
に
つ
い
て
検
討
を
深
め
る
と
と
も
に
、
そ
う
し
た
経
営
環
境
の
変
化
に
も
対
応
で
き
る
経
営
感
覚
を
備
え

た
人
材
の
育
成
に
努
め
る
な
ど
、
引
き
続
き
経
営
の
健
全
性
の
維
持
が
図
ら
れ
る
よ
う
的
確
に
対
応
さ
れ
た
い
。

ま
た
、
電
気
事
業
で
得
ら
れ
た
利
益
を
活
用
し
、
電
気
事
業
の
遂
行
に
支
障
の
な
い
範
囲
で
一
般
会
計
へ
の
繰
り
出
し
な
ど
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
県
民
福
祉
の
増
進
や
産
業
経
済
の
発
展
に
向
け
た
利
益

の
還
元
の
拡
充
に
つ
い
て
検
討
さ
れ
た
い
。

加
え
て
、
2050年

ま
で
に
温
室
効
果
ガ
ス
を
実
質
ゼ
ロ
に
す
る
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
電
力
で
水
素
を
製
造
す
る
P2G（

Pow
er to Gas）

シ
ス
テ
ム
や
、
小
水
力
発
電

な
ど
、
こ
れ
ま
で
進
め
て
き
た
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
開
発
と
普
及
促
進
を
加
速
さ
せ
る
な
ど
、
恵
ま
れ
た
自
然
環
境
と
調
和
し
た
本
県
な
ら
で
は
の
電
気
事
業
の
展
開
に
努
め
ら
れ
た
い
。

な
お
、
地
域
振
興
事
業
に
対
す
る
貸
付
金
に
つ
い
て
は
、
同
事
業
の
経
営
改
善
を
図
る
た
め
、
平
成
30年

度
に
施
設
の
建
設
改
良
に
係
る
貸
付
金
32億

2,207万
1,683円

を
出
資
金
に
振
り
替
え
た
が
、
貸

付
金
の
残
高
は
26億

2,543万
2,035円

で
依
然
と
し
て
多
額
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
の
影
響
を
は
じ
め
と
す
る
様
々
な
経
営
上
の
リ
ス
ク
を
踏
ま
え
、
償
還
が
着
実
に
な
さ

れ
る
よ
う
債
権
管
理
に
努
め
ら
れ
た
い
。

（
2
）
令
和
2年
度
山
梨
県
営
温
泉
事
業
会
計

審
査
の
結
果
及
び
意
見

審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

ま
た
、
事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

　
1
　
経
営
状
況
に
つ
い
て

令
和
2年
度
の
経
営
状
況
は
、
減
員
に
よ
る
報
酬
等
の
減
少
で
温
泉
管
理
費
が
699万

4,856円
減
少
し
た
も
の
の
、
給
湯
量
の
減
少
及
び
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
配
慮
し
た
、
ホ
テ
ル
、
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旅
館
等
の
温
泉
使
用
料
の
減
額
に
よ
り
、
温
泉
供
給
収
益
が
3,793万

7,198円
減
少
し
、
経
常
収
益
が
9,803万

5,826円
と
前
年
度
に
比
べ
3,095万

2,277円
減
少
し
た
こ
と
か
ら
、
1,943万

4,067円
の
経
常
損

失
を
計
上
し
、
経
常
収
支
比
率
は
83.5％

と
前
年
度
に
比
べ
20.5ポ

イ
ン
ト
低
下
し
、
総
収
支
比
率
に
つ
い
て
も
83.6％

と
前
年
度
に
比
べ
20.4ポ

イ
ン
ト
低
下
し
て
い
る
。
ま
た
、
経
常
損
失
に
特
別
利
益
を

加
え
た
当
年
度
純
損
失
は
1,931万

3,336円
と
な
っ
て
お
り
、
損
益
が
プ
ラ
ス
で
あ
っ
た
前
年
度
に
比
べ
2,429万

783円
減
少
し
て
い
る
。

今
後
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
の
影
響
に
よ
り
旅
館
・
ホ
テ
ル
等
で
の
使
用
量
が
減
少
し
て
い
る
中
、
給
湯
量
・
温
泉
供
給
収
益
の
低
下
や
、
給
湯
施
設
の
老
朽
化
に
伴

う
配
湯
管
敷
設
替
工
事
な
ど
の
投
資
も
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
新
た
な
給
湯
先
の
確
保
や
経
営
の
効
率
化
に
引
き
続
き
努
め
ら
れ
た
い
。

　
2
　
財
政
状
態
に
つ
い
て

令
和
2年
度
の
財
政
状
態
は
、
自
己
資
本
構
成
比
率
が
98.7％

、
固
定
資
産
対
長
期
資
本
比
率
が
69.0％

、
流
動
比
率
が
2,502.7％

と
、
い
ず
れ
の
比
率
も
健
全
な
水
準
を
確
保
し
て
い
る
。

令
和
2年
度
末
の
温
泉
供
給
料
金
未
収
金
は
、
固
定
資
産
の
破
産
更
生
債
権
等
58万

5,978円
に
、
流
動
資
産
の
未
収
金
1,072万

7,042円
を
加
え
た
1,131万

3,020円
で
あ
り
、
こ
の
う
ち
納
期
限
を
過
ぎ
た

も
の
は
542万

2,617円
で
あ
る
。

こ
れ
ま
で
も
未
収
金
の
解
消
に
向
け
て
、
鋭
意
努
力
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
は
あ
る
が
、
公
営
企
業
と
し
て
の
経
営
の
健
全
性
や
公
平
負
担
の
観
点
か
ら
、
滞
納
者
の
状
況
を
個
々
に
把
握
し
適
切
に
対
応
し

て
い
く
な
ど
未
収
金
の
回
収
に
向
け
、
な
お
一
層
努
力
さ
れ
た
い
。

　
3
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
に
つ
い
て

令
和
2年
度
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
は
、
業
務
活
動
に
よ
り
確
保
し
た
資
金
が
2,040万

7,734円
増
加
し
、
投
資
活
動
と
し
て
有
形
固
定
資
産
の
取
得
な
ど
に
よ
り
513万

4,963円
減
少
し
た
こ
と

か
ら
、
令
和
2年
度
の
資
金
額
は
1,527万

2,771円
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
。
財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
に
つ
い
て
は
増
減
が
な
か
っ
た
。

令
和
2年
度
末
の
現
金
等
残
高
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
に
比
べ
3.3％

増
加
の
4億
7,256万

6,020円
と
な
っ
て
お
り
、
営
業
収
益
に
対
す
る
比
率
は
565.3％

と
事
業
規
模
に
対
し
て
十
分
に
確
保
さ
れ
て
い

る
。温
泉
事
業
の
経
営
は
、
現
状
、
借
入
金
は
な
い
が
、
今
後
も
配
湯
管
の
敷
設
替
工
事
等
が
引
き
続
き
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
経
営
状
況
等
に
つ
い
て
的
確
な
現
状
把
握
を
行
い
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

の
適
正
な
管
理
に
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。

　
4
　
経
営
課
題
に
つ
い
て

令
和
2年
度
の
総
給
湯
量
は
53万

2,469立
方
メ
ー
ト
ル
と
前
年
度
に
比
べ
23.6％

減
少
し
て
い
る
。
ま
た
、
温
泉
供
給
契
約
口
数
も
476口

と
前
年
度
よ
り
6口
減
少
し
、
温
泉
供
給
収
益
は
、
前
年
度
に
比

べ
3,793万

7,198円
の
減
少
と
な
っ
て
い
る
。

今
後
の
温
泉
事
業
の
経
営
に
当
た
っ
て
は
、
温
泉
の
湧
出
量
や
給
湯
実
績
を
適
切
に
把
握
し
、
給
湯
見
込
等
を
考
慮
し
た
上
で
、
様
々
な
方
策
を
講
じ
な
が
ら
新
規
契
約
者
の
獲
得
を
は
じ
め
温
泉
の
有
効

活
用
に
取
り
組
む
な
ど
、
温
泉
供
給
収
益
の
安
定
的
な
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

温
泉
事
業
は
、
こ
れ
ま
で
も
、
地
元
自
治
体
や
関
係
団
体
等
と
連
携
し
て
、
温
泉
資
源
の
保
護
と
地
域
振
興
に
努
め
て
き
た
が
、
今
後
も
、
県
民
福
祉
の
増
進
に
寄
与
す
る
と
い
う
企
業
局
の
役
割
を
踏
ま

え
、
温
泉
事
業
の
あ
り
方
を
展
望
す
る
と
と
も
に
、
収
益
の
減
少
や
施
設
の
更
新
の
た
め
の
投
資
等
、
将
来
に
わ
た
る
経
営
環
境
に
十
分
留
意
し
た
計
画
を
検
討
さ
れ
た
い
。

（
3
）
令
和
2年
度
山
梨
県
営
地
域
振
興
事
業
会
計

審
査
の
結
果
及
び
意
見

審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

ま
た
、
事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。
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1
　
利
用
者
数
に
つ
い
て

丘
の
公
園
に
つ
い
て
は
、
平
成
16年

4月
か
ら
指
定
管
理
者
制
度
を
導
入
し
、
令
和
元
年
度
か
ら
新
た
に
選
定
さ
れ
た
指
定
管
理
者
が
、
施
設
の
管
理
・
運
営
を
行
っ
て
い
る
。

令
和
2年
度
の
利
用
者
数
は
、
前
年
度
に
比
べ
、
ゴ
ル
フ
事
業
部
が
3,894人

減
少
（
△
10.3％

）
し
、
レ
ジ
ャ
ー
事
業
部
が
4万
8,225人

減
少
（
△
41.7％

）
し
、
レ
ス
ト
ラ
ン
事
業
部
が
1万
4,037人

減
少

（
△
31.0％

）
し
た
。
そ
の
結
果
、
施
設
全
体
の
利
用
者
数
は
6万
6,156人

減
少
（
△
33.3％

）
し
、
13万

2,572人
で
あ
っ
た
。

施
設
全
体
の
利
用
者
数
は
、
指
定
管
理
者
制
度
導
入
2年
目
の
平
成
17年

度
を
ピ
ー
ク
に
漸
減
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
指
定
管
理
者
と
連
携
し
て
集
客
対
策
に
取
り
組
み
、
平
成
27年

度
か
ら
平
成
29年

度
ま

で
増
加
し
て
き
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
平
成
30年

度
以
降
、
前
年
度
比
で
減
少
に
転
じ
、
令
和
2年
度
の
利
用
者
数
に
つ
い
て
も
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
防
止
対
策
と
し
て
実
施
し
た
指
定
管

理
施
設
の
休
業
や
イ
ベ
ン
ト
等
の
自
粛
な
ど
の
影
響
長
期
化
に
よ
り
、
令
和
元
年
度
を
大
幅
に
上
回
る
減
少
人
数
と
な
っ
た
。

あ
り
方
検
討
委
員
会
か
ら
の
提
言
等
を
踏
ま
え
、
施
設
の
適
正
な
規
模
の
確
保
及
び
内
容
の
見
直
し
に
よ
り
、
令
和
元
年
度
か
ら
ゴ
ル
フ
コ
ー
ス
を
3コ
ー
ス
か
ら
2コ
ー
ス
に
縮
小
す
る
一
方
、
廃
止
し
た

コ
ー
ス
は
無
料
開
放
施
設
と
し
て
整
備
す
る
な
ど
集
客
に
取
り
組
ん
で
い
る
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
終
息
が
見
え
な
い
状
況
を
踏
ま
え
、
現
状
の
把
握
と
今
後
の
対
応
策
を
指
定
管
理
者
と
協

力
し
な
が
ら
検
討
し
、
施
設
の
効
率
的
、
効
果
的
な
活
用
に
前
向
き
に
取
り
組
み
、
施
設
全
体
の
利
用
者
数
の
増
加
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
2
　
経
営
状
況
に
つ
い
て

令
和
2年
度
の
経
営
状
況
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
の
影
響
を
踏
ま
え
て
指
定
管
理
者
か
ら
の
施
設
利
用
料
を
減
額
し
、
施
設
利
用
料
が
前
年
度
に
比
べ
1億
550万

8,444円
減
少
し
た
こ
と

が
主
な
要
因
と
な
り
、
経
常
損
失
額
が
前
年
度
に
比
べ
1億
691万

2,027円
増
加
し
、
経
常
損
失
と
し
て
1億
1,231万

7,684円
を
計
上
し
た
。
そ
の
結
果
、
経
常
収
支
比
率
は
12.1％

と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ

83.7ポ
イ
ン
ト
低
下
し
た
。

ま
た
、
特
別
損
失
と
し
て
過
年
度
損
益
修
正
損
12万

3,266円
が
計
上
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
当
年
度
純
損
失
は
1億
1,244万

950円
と
な
り
、
純
損
失
額
が
前
年
度
に
比
べ
1億
703万

5,293円
増
加
し
た
。
そ

の
結
果
、
総
収
支
比
率
は
12.1％

と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
83.7ポ

イ
ン
ト
低
下
し
た
。

経
常
収
益
の
ほ
ぼ
全
額
は
指
定
管
理
者
か
ら
の
施
設
利
用
料
で
あ
る
が
、
平
成
29年

度
か
ら
令
和
元
年
度
ま
で
の
決
算
で
は
、
一
部
納
入
金
が
納
期
限
に
収
納
さ
れ
ず
未
収
金
と
な
り
、
令
和
2年
度
に
お

い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
の
影
響
長
期
化
等
に
よ
り
納
入
金
を
減
額
し
た
。
指
定
管
理
者
の
経
営
状
況
及
び
資
金
繰
り
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
十
分
な
調
査
と
把
握
に
取
り
組
み
、
施
設

利
用
料
の
安
定
的
な
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

ま
た
、
収
益
的
収
支
に
つ
い
て
は
平
成
26年

度
に
黒
字
化
が
図
ら
れ
、
そ
の
後
継
続
し
て
黒
字
を
計
上
し
て
い
た
が
、
令
和
2年
度
は
前
年
度
に
引
き
続
き
赤
字
決
算
と
な
っ
た
。
過
去
か
ら
累
積
し
た
当

年
度
未
処
理
欠
損
金
は
、
前
年
度
に
比
べ
1億
1,244万

950円
増
加
し
、
36億

2,635万
6,671円

と
多
額
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
収
益
的
収
支
の
黒
字
化
に
向
け
て
、
経
営
状
況
の
改
善
に
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。

　
3
　
財
政
状
態
に
つ
い
て

令
和
2年
度
の
財
政
状
態
は
、
自
己
資
本
構
成
比
率
が
△
16.2％

で
前
年
度
に
比
べ
5.1ポ

イ
ン
ト
低
下
、
固
定
資
産
対
長
期
資
本
比
率
が
99.2％

で
前
年
度
に
比
べ
0.4ポ

イ
ン
ト
低
下
、
流
動
比
率
が

140.1％
で
前
年
度
に
比
べ
24.2ポ

イ
ン
ト
上
昇
し
て
い
る
。

資
本
合
計
は
△
3億
7,182万

9,457円
と
な
り
、
債
務
超
過
額
が
前
年
度
に
比
べ
当
年
度
純
損
失
額
の
1億
1,244万

950円
増
加
し
て
い
る
。

ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
の
影
響
に
よ
る
施
設
利
用
料
の
減
額
補
正
を
考
慮
し
、
令
和
2年
度
の
長
期
借
入
金
償
還
に
つ
い
て
は
全
額
返
済
猶
予
を
行
い
、
併
せ
て
資
金
不
足
補
塡
の
た

め
電
気
事
業
会
計
か
ら
8,913万

8,000円
の
借
入
を
行
っ
た
。
そ
の
結
果
、
令
和
2年
度
末
の
長
期
借
入
金
残
高
は
26億

2,543万
2,035円

と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
増
加
し
て
お
り
、
財
政
状
態
は
一
層
厳
し

い
状
況
に
あ
る
た
め
、
償
還
計
画
の
見
直
し
な
ど
今
後
の
改
善
策
に
つ
い
て
検
討
さ
れ
た
い
。

　
4
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
に
つ
い
て

令
和
2年
度
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
は
、
業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
が
5,601万

8,065円
の
減
少
と
な
り
、
投
資
活
動
と
し
て
2,090万

2,578円
を
支
出
し
、
財
務
活
動
と
し
て



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
五
十
四
号
　
　
令
和
三
年
十
二
月
二
十
八
日

六
〇

8,913万
8,000円

を
収
入
し
た
こ
と
か
ら
、
令
和
2年
度
中
の
資
金
額
は
前
年
度
末
残
高
に
比
べ
1,221万

7,357円
増
加
し
、
5,628万

7,378円
と
な
っ
て
い
る
。

業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
△
5,601万

8,065円
は
主
と
し
て
、
当
年
度
純
損
失
1億
1,244万

950円
及
び
減
価
償
却
費
5,519万

1,908円
を
計
上
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、
投
資
活
動
に

よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
△
2,090万

2,578円
は
、
有
形
固
定
資
産
の
取
得
に
よ
る
支
出
を
計
上
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
8,913万

8,000円
は
、

業
務
活
動
及
び
投
資
活
動
に
よ
る
資
金
不
足
を
補
塡
す
る
た
め
、
そ
の
他
の
他
会
計
借
入
金
に
よ
る
収
入
と
し
て
計
上
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

施
設
・
設
備
の
維
持
・
整
備
に
必
要
な
資
金
の
確
保
に
つ
い
て
は
一
層
厳
し
い
状
況
に
あ
る
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
状
況
を
注
視
し
、
今
後
も
必
要
な
資
金
が
確
実
に
手
当
で
き
る
よ
う
、

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
適
正
な
管
理
に
努
め
ら
れ
た
い
。

（
4
）
令
和
2年
度
山
梨
県
流
域
下
水
道
事
業
会
計

審
査
の
結
果
及
び
意
見

審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

ま
た
、
事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

　
1
　
事
業
概
要
に
つ
い
て

流
域
下
水
道
事
業
は
、
令
和
2年
度
か
ら
地
方
公
営
企
業
法
の
財
務
規
定
等
の
適
用
（
一
部
適
用
）
に
よ
り
公
営
企
業
会
計
へ
移
行
し
、
富
士
北
麓
流
域
下
水
道
、
峡
東
流
域
下
水
道
、
釜
無
川
流
域
下
水

道
及
び
桂
川
流
域
下
水
道
の
事
業
を
運
営
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ら
の
施
設
の
維
持
管
理
業
務
を
行
っ
て
い
る
。

令
和
2年
度
の
流
域
下
水
道
全
体
の
処
理
水
量
は
、
年
間
4,035万

2,732立
方
メ
ー
ト
ル
、
1日
平
均
11万

555立
方
メ
ー
ト
ル
の
下
水
を
処
理
し
て
お
り
、
前
年
度
に
比
べ
年
間
で
73万

2,275立
方
メ
ー
ト

ル
、
1日
平
均
で
2,303立

方
メ
ー
ト
ル
増
加
し
て
い
る
。

　
2
　
経
営
状
況
に
つ
い
て

令
和
2年
度
の
経
営
状
況
は
、
経
常
収
益
79億

2,893万
9,221円

に
対
し
て
経
常
費
用
が
83億

1,550万
4,845円

と
な
り
、
3億
8,656万

5,624円
の
経
常
損
失
を
計
上
し
た
。
ま
た
、
経
常
損
失
に
特
別
利
益

1,597万
3,700円

を
加
え
、
特
別
損
失
2,013万

7,200円
を
差
し
引
い
た
当
年
度
純
損
失
は
3億
9,072万

9,124円
と
な
り
、
令
和
2年
度
の
総
収
支
比
率
は
95.3％

、
経
常
収
支
比
率
は
95.4％

で
あ
る
。

営
業
収
益
の
主
な
も
の
は
、
市
町
村
か
ら
の
流
域
下
水
道
事
業
に
係
る
維
持
管
理
負
担
金
で
あ
り
、
前
年
度
か
ら
の
繰
越
剰
余
金
を
含
め
、
令
和
3年
度
以
降
収
支
は
均
衡
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
が
、

経
年
劣
化
し
た
設
備
の
修
繕
費
用
な
ど
維
持
管
理
費
は
増
加
が
予
想
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
計
画
的
な
修
繕
を
進
め
効
率
的
な
経
営
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
3
　
財
政
状
態
に
つ
い
て

令
和
2年
度
の
財
政
状
態
は
、
経
営
指
標
で
み
る
と
、
自
己
資
本
構
成
比
率
が
88.1％

、
固
定
資
産
対
長
期
資
本
比
率
が
100.4％

、
流
動
比
率
が
79.7％

で
あ
る
。

令
和
2年
度
決
算
に
お
け
る
有
形
固
定
資
産
の
帳
簿
価
額
は
総
資
産
の
98.3％

を
占
め
て
お
り
、
資
産
の
有
効
活
用
が
重
要
で
あ
る
。
引
き
続
き
、
流
入
下
水
量
の
増
加
に
応
じ
て
計
画
的
に
処
理
場
施
設

等
の
整
備
を
進
め
る
と
と
も
に
、
投
資
効
率
の
向
上
を
図
る
た
め
下
水
道
普
及
率
の
上
昇
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
4
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
に
つ
い
て

令
和
2年
度
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
は
、
業
務
活
動
に
よ
り
確
保
し
た
資
金
の
増
加
が
14億

7,605万
5,915円

で
あ
り
、
投
資
活
動
と
し
て
有
形
固
定
資
産
の
取
得
等
に
4億
2,913万

8,948円
を
支

出
、
ま
た
、
財
務
活
動
と
し
て
企
業
債
の
償
還
等
に
8億
3,242万

8,631円
を
支
出
し
て
お
り
、
令
和
2年
度
中
の
資
金
額
は
2億
1,448万

8,336円
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
。

一
方
、
企
業
債
残
高
の
債
務
償
還
年
数
は
8.82年

で
あ
り
、
資
金
繰
り
及
び
債
務
償
還
能
力
に
つ
い
て
、
公
営
企
業
会
計
に
移
行
し
た
初
年
度
と
し
て
特
に
問
題
な
い
が
、
今
後
長
期
的
な
視
点
で
の
分
析
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が
重
要
で
あ
る
。

　
5
　
経
営
課
題
に
つ
い
て

令
和
2年
度
は
、
地
方
公
営
企
業
法
の
一
部
適
用
に
よ
り
、
公
営
企
業
会
計
へ
の
移
行
初
年
度
と
な
っ
た
。
地
方
公
営
企
業
法
の
財
務
規
定
適
用
の
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
、
経
営
成
績
や
財
政
状
態
等
の
正
確

な
把
握
及
び
経
営
の
透
明
性
の
確
保
が
可
能
に
な
る
と
と
も
に
、
維
持
管
理
費
用
や
投
資
費
用
を
踏
ま
え
た
市
町
村
の
負
担
金
に
つ
い
て
、
適
正
か
つ
計
画
的
に
設
定
で
き
る
と
し
て
い
る
。
山
梨
県
の
下
水

道
普
及
率
は
全
国
平
均
を
下
回
っ
て
い
る
状
況
で
あ
り
、
今
後
普
及
率
の
目
標
値
達
成
に
向
け
て
取
り
組
み
、
流
域
下
水
道
事
業
を
持
続
可
能
な
も
の
と
す
る
た
め
、
上
記
メ
リ
ッ
ト
を
活
か
し
、
効
率
的
か

つ
安
定
的
な
事
業
運
営
を
図
る
と
と
も
に
、
適
切
な
財
源
の
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

下
水
道
事
業
は
、
生
活
や
産
業
活
動
に
よ
り
汚
れ
た
水
を
き
れ
い
に
処
理
し
て
か
ら
自
然
に
返
す
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
お
り
、
豊
か
な
水
環
境
を
守
り
、
次
世
代
に
引
き
継
い
で
い
く
た
め
、
安
定
的
な

事
業
の
実
施
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
今
後
も
市
町
村
と
連
携
し
て
下
水
道
の
整
備
を
進
め
る
と
と
も
に
、
増
加
が
見
込
ま
れ
る
維
持
管
理
費
に
つ
い
て
は
、
民
間
活
力
を
活
用
す
る
な
ど
、
そ
の
抑
制
に
努
め

ら
れ
た
い
。

ま
た
、
事
業
着
手
か
ら
45年

が
経
過
し
、
老
朽
化
に
伴
う
施
設
の
改
築
、
更
新
の
必
要
性
が
増
加
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
既
存
施
設
の
計
画
的
な
改
築
、
更
新
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
災
害
時
に
お
い

て
も
下
水
道
機
能
を
維
持
で
き
る
よ
う
、
施
設
の
耐
震
化
・
耐
水
化
な
ど
に
つ
い
て
着
実
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。
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